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（企画課）
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後期基本計画の施策体系
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時代の潮流・人口推計・前期基本計画の課題・市民意識調査等を踏まえた５つの政策の柱ほか

取組掲載件数 １９件

取組掲載件数 １０件

取組掲載件数 ６件

取組掲載件数 ７件

取組掲載件数 ７件



教育・子育て の主な新規事業等
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政策の柱１

② 学力向上教員配置事業（1,473万円）【学校教育課】
指導環境を充実させることにより、児童生徒の学習意欲を高めるとともに、
学力の向上を図るため、市で独自に採用した学力向上教員を配置。
（小学校教員３人配置、中学校教員１人配置）

② 中学生海外研修事業(1,162万円）【学校教育課】
広い視野をもった児童生徒の育成や学びの意欲のきっかけづくりを図ると
ともに学習意欲の向上や思考力・判断力・表現力の向上につなげ、未来を
担う人材を育成するため、海外研修等を実施。（モデル事業：参加生徒２０人）

⑤ 民間保育所等施設整備事業補助金（1.8億円）【こども育成課】
待機児童の解消を図るため、民間による保育所等施設整備に要する費用
に対し、補助金を交付。（民間保育施設整備箇所数：３か所）

⑦ 中央図書館開館１０周年記念事業(203万円)【中央図書館】
中央図書館が開館１０周年を迎えることから、各種記念事業を実施。

⑥ 子どもの遊び場整備事業（3,602万円）【こども家庭課】
小高区内に子育てしやすい環境を構築するため、子どもが安心して遊ぶこ
とができる施設を整備。（令和３年度供用開始予定）

⑨ 健康スポーツ推進事業(150万円)【スポーツ推進課】
市民のスポーツ人口の拡充や健康増進を図るため、市民の誰もが気軽に
楽しめるスポーツ教室（貯筋運動、室内ペタンク、ピンポンなど）を開催。

⑨ 市営球場大規模改修事業（1.3億円）【スポーツ推進課】
市民の健康増進と利用者の利便性の向上を図るため、市営球場の大規模
改修を実施。（ナイター照明スコアボード改修工事・バックネット改修工事）

新規

新規

新規

新規

新規

新規

新規



⑥ みらい育成修学資金事業（9,310万円）【教育総務課】
本市のみらいを担う者の育成を図るため、修学に必要な資金を貸し付け
又は給付。

⇒（拡充内容）給付型奨学金制度及び保育士等修学資金貸付け制度の創設。

教育・子育て の主な新規事業等
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政策の柱１

⑧ 市総合美術展覧会事業(271万円）【生涯学習課】
美術・芸術への理解と関心を高めるとともに、創作活動を促し、美術・芸術
の振興と情操の育成を図るため、小学生から大人までの作品を集め、展
覧会を開催。

⇒（拡充内容）小中学校の部にかかる表彰者数の増（14 人から56 人）。
茶道教室参加児童生徒による茶会及び日本画ワークショップ開催。

⑤ 幼稚園・保育園等無料化の継続(2億円)【こども育成課】
子育て中の世帯が安心して子育てできる環境、家庭と仕事を両立できる
環境充実のため幼稚園・保育園等無料化を実施。

⇒（拡充内容）令和元年度から令和４年度までの４年間継続。※10月～国制度実施

⑥ 在宅保育支援事業の継続(7,452万円)【こども家庭課】
家庭で保育をしている世帯に対し、在宅保育手当を交付することにより、
経済的負担の軽減を図るとともに、保育しやすい環境を図るため、子ども
を養育している保護者に支援金を交付する。（交付金額 月額１万円）

⇒（拡充内容）令和元年度から令和４年度までの４年間継続。

拡充

拡充

拡充

拡充

⑤小高区認定こども園整備事業(3.1億円） 【こども家庭課】
小高区内の子育て環境の魅力を高め、小高区住民の帰還を促進するた
め、幼稚園と保育園の機能を併せ持つ認定こども園を整備。
（令和２年度開園予定）

小高区認定こども園イメージ



教育・子育て の主な新規事業等
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政策の柱１

② 南相馬市小高区学校適正化の推進（ゼロ予算）【学校教育課】
・統合校の編成 小高小、福浦小、金房小、鳩原小が統合
・予定時期 令和３年４月１日
・今後の予定 令和元年に南相馬市小高区学校統合準備協議会を設置。

統合に向けた具体的な協議を行う。

⑤ 民間保育所等給食食材費補助金（702万円）【こども育成課】
民間保育所等が提供する給食用食材費に対し補助金を交付

※幼児教育・保育の無償化に伴う市独自の対応 ※令和元年10月～

⑤ 私立幼稚園給食費保護者助成金(1,072万円)【こども育成課】
私立幼稚園在園児の保護者が負担する給食費に対し助成金を交付
※幼児教育・保育の無償化に伴う市独自の対応 ※令和元年10月～

⑤ 認可外保育所入所者支援助成金（追加845万円）【こども育成課】
⇒ （拡充内容）国の無償化とならない者に対し国と同額にするため、市助成上限額

の増額※幼児教育・保育の無償化に伴う市独自の対応 ※令和元年10月～

⑥ ひとり親家庭総合支援事業(追加71万円)【こども家庭課】
⇒ （拡充内容）ひとり親家庭の就業の安定と自立促進を図るため資格取得支援額の増額等

⑥ 学校給食事業（追加1,022万円）【学校教育課】
子育て世帯を支援するため、給食費保護者負担の一部を支援 ※令和元年10月～

対象 市内小・中学校全児童生徒に係る給食費（半年分の地元産米使用米飯代相当額の支援）

新規

新規

拡充

新規

拡充

新規

④国民健康保険税に係る子どもの均等割免除措置継続（667万円）【市民課】
子ども（18歳以下）の均等割免除措置の１年継続（令和元年度も実施）
※平成30年度から実施



健康・医療・福祉 の主な新規事業等政策の柱２

⑬ 寄附講座設置事業【健康づくり課】
本市で必要とする二次医療を提供する医師の確保に向け、福島県補助事
業の寄附講座支援事業の枠組みと財源を活用し、市から大学医学部への
寄附金により設置する寄附講座から市内病院に医師派遣を含む医療支援
を受ける。

⑯ 外国人介護人材受入推進事業（25万円）【長寿福祉課】
外国人技能実習制度の推進を図る市内の介護事業所に対し、受け入れに
対する支援を実施。

⑱ 旧避難指示区域内帰還者支援事業（1,027万円）【被災者支援課】
旧避難指示区域内に帰還した市民を支援するため、移転に要した費用の
一部に対し、補助金を交付。

⑪ フッ化物でぶくぶくむし歯予防事業（67万円）【健康づくり課】
子どもの健康増進を図るため、歯と口のセルフケア等の指導と併せ、フッ
化物を利用したむし歯予防対策を実施。

⇒ （拡充内容）市内幼稚園・保育園の４歳児、５歳児及び市内小学校（12 か所）
の1 年生、2 年生（2019 年度：2 年生まで対象を拡大）

⑪ 健康増進事業（376万円）【健康づくり課】
市民の健康の保持増進を図るため、健康に関する正しい知識の普及、健
康教育・相談・家庭訪問を行う。また、心身の健康づくり及び生活習慣病予
防を目的に、市民が健康づくりに自ら取り組むため健康づくりアクションプ
ランを実施。

⇒ （拡充内容）○健康づくりフォーラム等の共催 ○民間企業と協働した健康づくり
推進リーダーの養成及び育成 ○笑いのヨガを活用した健康教育の
実施 ○事業所（職域保健）と連携した健康づくりの支援

新規

新規

拡充

拡充
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健康・医療・福祉 の主な新規事業等政策の柱２

⑩ 風しん抗体検査・風しんワクチン接種助成事業（594万円）
【健康づくり課】

妊娠初期に風しんに感染することにより、胎児が難聴、先天性心疾患など
を発症することを予防するため、風しん抗体検査・風しんワクチン接種を実
施し、接種者に対しその費用を助成する。

⑬ 総合病院附属小高診療所（無床）整備事業（1,335万円）【小高診療所】
将来の有床診療所としての活用可能性も踏まえた恒久的な診療施設を旧
小高病院跡地に整備

⑮ 民生・児童委員活動推進事業（1,708万円）【社会福祉課】
市民の福祉向上に寄与するため、社会福祉の精神をもって相談・援助にあ
たり、社会福祉の増進に努める民生委員・児童委員の活動を推進する。

⇒ （拡充内容）民生・児童委員の負担軽減を図り、見守り活動をサポートする民
生委員協力員の配置

⑮ 生活保護受給者熱中症対策助成金（712万円）【社会福祉課】
夏季における生活保護受給者の熱中症予防を図るため、冷房器具を設置
していない生活保護受給世帯に対し、冷房器具購入に係る費用の一部ま
たは全部を助成する。

拡充

新規

拡充

新規

⑬ 地域医療提供体制整備事業補助金（追加5,000万円）【健康づくり課】
市内に不足している診療科等を新たに開設する医師等に対し補助金を交付

⇒ （拡充内容）不足する診療科の診療所に加えて、交付対象に病院を追加

新規
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産業・仕事づくり の主な新規事業等
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政策の柱３

⑲ 農地防災事業（小高区）（9,561万円）【農林整備課】
⑲ 農業基盤整備促進事業（1.1億円）【農林整備課】
原子力災害により被災した農山村地域の農業再生の加速化のため、
農業用施設等の生産基盤の総合的な整備を実施。

⑳ 多様な担い手育成・確保事業補助金（740万円）【農政課】
経営が不安定な就農初期段階を支援することにより、多様な担い手
を確保・育成するため、新たに農業を営む者に対する補助制度を創設。

㉕ 外国人材活用支援事業（192万円）【商工労政課】
地域経済を支える人材を確保するため、市内企業の外国人雇用に対
する支援を実施。
・日本語学習講座の開催や外国人材活躍推進協議会の設立

㉖ 旧避難指示区域内店舗営業支援事業（3,180万円）
【小高区地域振興課】

旧避難指示区域内の復興を推進するため、旧避難指示区域内で日
常生活に必要となるサービスを提供する事業者に対する運営経費の
一部に要する補助制度を創設。

新規

新規

新規

新規

新規

小高ストア

㉙ 移住定住推進事業（追加220万円）【観光交流課】
⇒ （拡充内容）人手不足の解消を目的に移住を推進するため福島県の
運営するマッチングサイトに掲載された企業に就職した移住者に対し
支援金を支給

拡充



都市基盤・環境・防災 の主な新規事業等
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（仮称）小高スマートインターチェンジ整備促進総決起大会

政策の柱４

38避難所看板等整備事業(20,280万円)【危機管理課】
津波災害等発生時の円滑な避難を誘導するため、津波注意喚起標識
及び津波避難誘導標識を整備。（標識設置数：３２６か所）
（令和２年度設置完了予定） ※令和元年度は実施設計業務を実施。

㉚小高スマートインターチェンジ整備事業(69万円）【土木課】
市民の帰還促進、企業誘致の推進、交流人口の拡大及び緊急時の避
難経路の確保を図るため、スマートインターチェンジを小高区に設置。

34 ごみ減量・リサイクル推進事業(213万円）【生活環境課】
ごみの減量及びリサイクルの推進を図るため、座談会及び出前講座に
よる普及啓発、更なる資源化に向けた分別回収モデル事業などを実施。

⇒ （拡充内容）
容器包装プラスチック分別回収事業
・2021 年度から分別回収の本実施を計画

2019 市内5 行政区による分別回収モデル事業・分析
2020 市内全域での分別回収に向けた地域説明会
2021 市内全域での分別回収の実施

37 埋設保管除去土壌等撤去事業【教育総務課ほか】
表土改善事業等で発生した除去土壌を撤去し、仮置場へ搬出。
（平成３０年度先行実施：小学校等）

⇒（拡充内容）○中学校 ○市営住宅 ○生涯学習センター ○都市公園
○旧ハートランドはらまち ○農村公園等 ○子どもの遊び場等

で追加実施。

拡充

拡充



都市基盤・環境・防災 の主な新規事業等

10

政策の柱４

40 高齢者安全運転支援装置設置促進事業助成金(200万円）
【生活環境課】

高齢運転者のアクセルとブレーキの踏み間違いによる交通事故を防止
するため、自動車の安全運転支援装置の取付けに要する費用の一部
を助成する。
助成率９／１０（上限４万円）

36自家消費型太陽光発電促進支援事業補助金(4,523万円）
【生活環境課】

家庭での再生可能エネルギー自家消費型設備導入を促進するため、
太陽光発電システム等を設置する者に対し設置費用の一部を補助する。

㉛ 浄化槽設置事業補助金(4,488万円)【下水道課】
生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の保全及
び公衆衛生の向上を図るため合併処理浄化槽を設置しようとする者等
に対し設置費用等の一部を補助する。

⇒（拡充内容）助成対象には、設置費用に宅内配管を含む。

拡充

新規



地域活動・行財政 の主な新規事業等
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政策の柱５

42 地域自治組織活性化推進事業（93万円）【コミュニティ推進課】
人口減少、高齢化、居住人口の偏在などに伴う各行政区の課題解消のため、各行政区の実態
や意向を踏まえた行政区の在り方(適正化)の検討を行うとともに、隣組加入を促進する。

42 市民提案型一体感醸成事業補助金(1,000万円）【鹿島区地域振興課】
原子力災害により失われた市民の一体感を取り戻し、市民一体で復興を促進するた
め、市民一体感醸成事業を行う団体に対する補助制度を創設。

新規

新規

42 健康づくりトレーニングセンター整備事業(1,722万円)【鹿島区地域振興課】
市民の健康づくりや体力づくりの推進、健康長寿や生活習慣病の解消を図るため、
健康づくりトレーニングセンターを整備。

42 真野川親水サイクリングロード整備事業(1,472万円)【鹿島区地域振興課】
市民の自転車による健康増進、地域の活性化及び交流人口の拡大を図るため、真
野川河川敷を活用したサイクリングロードを整備。

新規

新規

42 小高区街なか賑わい創出事業（4,189万円）【小高区地域振興課】
多世代の交流拡大や地域活性化のため、小高交流センターにおいて高齢者向け
のヨガ教室、親子料理教室など様々な事業を実施する。また、送迎を行うことで、
利用しやすい環境を整備し、センターを中心に賑わいを創出する。

42 小高区花のまちづくり推進事業（156万円）【小高区地域振興課】
小高区の各行政区の景観美化活動を通したコミュニティ形成を推進するとともに、
地域の空間に癒しと安らぎを創出するため、花苗を配付し、花いっぱいのまちづくりを推進。

⇒ （拡充内容）対象エリアを全行政区に拡大。（市街地から全行政区）

42 高校生による小高区での実践事業（159万円）【小高区地域振興課】
小高区の復興・再生を若者と促進するため、地域住民との協働により、高校生が企
画した事業を実施。

⇒ （拡充内容）小高区の復興情報サイト、小高区の復興情報パンフレット作成。

拡充

小高交流センター

拡充

新規


